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１．はじめに 

 

交通問題は環境面、経済面、社会面にわたり、多様か

つ複合的な特性を持つ。そして交通施策も多様な主体を

対象に考えられる。交通問題および交通施策の特性を考

慮した交通部門の評価を行うために、本研究はサステイ

ナビリティを取り入れた評価を試みる。 

サステイナビリティは急激な経済成長に伴い、環境問

題が顕在し始めた1960年代から提唱されてきた概念であ

る。しかし、国際社会でサステイナビリティの概念を明

確に定義したのは1987年のことで、国連の「環境と開発

に関する世界委員会」(UNCED, United Nations Confere

nce on Environment and Development)が発行した「Our

 Common Future」という報告書によって概念が定義化さ

れている。報告書ではSustainable Developmentを「未

来世代のニーズを満たすための能力を損なうことなく、

現在世代のニーズを満たす開発」と定義している。 

サステイナビリティは環境劣化を防ぎ、社会的な公平

性および正義を確保しながら、経済発展を成し遂げると

いう環境面、社会面、経済面の多岐にわたる条件を同時

に満たすことが必要とされている。これらの条件は交通

問題の特性とも共通する条件であり、サステイナビリテ

ィを考慮した評価を行うことによって、交通問題の特性

に対応した評価が期待できる。 

一方、交通部門の評価は、国レベル、広域圏レベル、

市町村レベルといった地域規模を対象に考えられる。3

レベルそれぞれに対する評価が必要である。本研究では

サステイナビリティ評価指標の事例において交通システ

ムの役割が特に重視されている1）都市レベルを研究の範

囲とする。 

サステイナビリティ評価は、サステイナビリティの概

念から時間的公平性と関連する時間軸の評価、空間的公

平性と関連する空間軸の評価の両方で考える必要がある。

本研究はそのうち空間的公平性と関連する空間軸の評価

に着目する。 
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 サステイナビリティの空間軸評価としての相対比較は、

他都市との比較を通して都市別課題を明らかにした上で、

各都市が置かれた状況に合った政策および施策を展開す

る際の知見になる。特に近隣都市と比較する際には、各

都市のみならず近隣地域も含めて都市の状況をより正確

に把握することが期待できる。 

 本研究は交通関連サステイナビリティ評価指標を用い

て都市間比較を行う。評価指標の研究には複数の指標を

単一指標にまとめた評価と複数指標からなる指標リスト

を用いた評価の２種類がある。単一指標は不特定多数に

結果をよりわかりやすく伝える利点がある一方、総合化

する過程で情報の損失が発生する欠点がある．一方、複

数指標のリストを用いた評価は情報発信には不利である

が、情報損失が少ない利点がある。本研究は不特定多数

に向けた情報発信ではなく、行政を主体とした施策検討

過程での情報提供を目指しているため、複数指標のリス

トを用いた評価を試みる。 

 したがって、本研究は交通関連サステイナビリティ評

価指標を用いた交通部門の評価を、都市レベルを対象と

して行い、都市間比較を試みることを目的とする。具体

的には以下の順に従って分析を行う。 

・比較対象都市および評価指標を選定する。比較対象都

市の選定は交通部門のサステイナビリティ評価のための

都市の類型化を行っている既往研究2）を基に、交通部門

のサステイナビリティに影響を与えている交通部門以外

の条件が類似している都市を対象として行う。評価指標

の選定は都市レベルにおける交通関連サステイナビリテ

ィ評価指標を整理した既往研究1）を参考にして、さらに

データの取得可能性を考慮して厳選する。そして評価指

標をさらに指標の特性に応じて負荷指標、状況指標、変

革指標に分類する。 

・サステイナビリティに直接的に影響を与える負荷指標

を対象に都市間比較を行う。 

・負荷指標、状況指標、変革指標の3種類の評価指標を

用いて、比較対象都市別の交通部門の現状を把握し、今

後の課題を抽出する。 

 

２．比較対象都市および評価指標の選定 

 



(1) 比較対象都市の選定 

 比較対象都市の選定は、交通部門のサステイナビリテ

ィ評価のための都市の類型化を行っている既往研究2）の

結果を踏まえて、交通部門のサステイナビリティに影響

を与えている交通部門以外の条件が類似している都市グ

ループの中から行う。交通部門のサステイナビリティに

ついて都市間比較を行った結果が政策的意味を持つため

には、交通部門以外の都市特性を可能な限り統制する必

要があるためである。 

 既往研究2）では日本の3大都市圏（首都圏、近畿圏、

中京圏）に属している都市の中で、DIDが存在してさら

に2005年以後市町村合併の対象になっていない407市区

町を対象に類型化分析を行っている。交通部門のサステ

イナビリティに影響を与えている交通部門以外の条件は

人口面積規模、地理的状況、経済規模、人口密集、年齢

構造を取り上げている。分析結果、8つの都市グループ

が抽出された。 

 本研究は、既往研究2）に示された8つの都市グループ

の中から、大都市付近に位置しており、非常に高い人口

密集を表している「中核近隣都市」グループ(表―1)を

対象に分析を行う。本研究における都市間比較の比較対

象都市は、近畿圏の北部に位置しており、互いに隣接し

ている北摂地域の6都市(表―2参照)を対象とする。 

 

表-1 中核近隣都市グループの一覧 
都市圏 都府県 都市 

首都圏

(47) 

埼玉県(11) 

川越市、川口市、所沢市、草加市、越

谷市、蕨市、鳩ケ谷市、志木市、新座

市、富士見市、ふじみ野市  

千葉県 (7) 
市川市、船橋市、松戸市、習志野市、

柏市、流山市、鎌ヶ谷市  

東京都(24) 

江東区、大田区、足立区、江戸川区、

立川市、武蔵野市、三鷹市、府中市、

昭島市、調布市、町田市、小金井市、

小平市、日野市、東村山市、国分寺

市、国立市、福生市、狛江市、東大和

市、清瀬市、東久留米市、多摩市、西

東京市  

神奈川県

(5) 

平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、大和市、

座間市  

近畿圏 

(18) 

京都府 (2) 向日市、長岡京市  

大阪府(13) 

豊中市、池田市、吹田市、守口市、枚

方市、茨木市、八尾市、寝屋川市、松

原市、大東市、門真市、藤井寺市、東

大阪市  

兵庫県 (3) 尼崎市、明石市、西宮市  

 

表-2 比較対象都市の一覧 
都市 人口 面積 (km2) 人口密度 (人/km2) 

A 386,623 36.38 10,627.4 

B 101,616 22.11 4,595.9 

C 353,885 36.11 9,800.2 

D 267,961 76.52 3,501.8 

E 462,647 49.77 9,295.7 

F 465,337 99.37 4,682.9 

 

(2) 評価指標の選定 

 サステイナビリティ評価指標に関する事例を考察して

都市レベルにおける交通関連サステイナビリティ評価指

標を抽出している既往研究1）に基づき、交通関連サステ

イナビリティの都市間比較に用いる評価指標を厳選する。 

 既往研究1）では、日本で初めてサステイナビリティ評

価指標を提案しているJFS (Japan For Sustainability)
 3）4）の評価視点を用いて、交通関連サステイナビリティ

評価指標を抽出している。しかし既往研究で抽出した評

価指標リストはデータの取得可能性を考慮していない。

実際の都市を対象に分析を行うためには、データの取得

可能性を考慮して評価指標を厳選する必要がある。 

 データの取得可能性は、全国調査（総務省統計局、国

土交通省統計等）、広域圏調査（各府県統計、各府県警

察、広域圏PT調査）、各市統計、その他の個人調査等の

順でデータの取得可能性を検討する。 

 

 表-3 分析に用いるフレームワーク 
既往研究の分類 データの取得可能性を考慮した分類 

視点 視点 項目 視点 視点 項目 

環境 

容量・資源 

資源の再利用 

 廃棄物 

土地消費 環境 容量・資源 土地消費(交通) 

大気汚染 環境 容量・資源 地域環境 

水質汚染 

 土壌汚染 

時間的公平性 地球温暖化 環境 公平性 地球環境 

空間的公平性 地球温暖化 
 

多様性 生態系保全 環境 多様性 
土地消費 

(交通外) 

経済 

容量・資源 エネルギー効率 経済 容量・資源 エネルギー消費 

時間的公平性 

環境修復費用 

 

インフラ維持 

管理 

供給側の財政 

地方政府の財政 経済 公平性 地域財政 

空間的公平性 地域活性化 経済 公平性 
地域商店街の 

活性化 

多様性 
エネルギーの 

多様性  

社会 

容量・資源 

リスク 
 

安全 社会 容量・資源 安全性 

治安 
 

時間的公平性 

土地利用 社会 公平性 土地利用 

都市構造 

 文化保存 

空間的公平性 

モビリティ格差 社会 公平性 モビリティ 

アクセシビリテ

ィ 
社会 公平性 

アクセシビリテ

ィ 

地域の活気 
 

多様性 マイノリティ 社会 多様性 マイノリティ 

個人 

容量・資源 

健康 社会 容量・資源 健康 

運動   

娯楽 社会 容量・資源 移動の機会 

時間的公平性 交通費用の格差 
 

空間的公平性 交通費用の格差 経済 公平性 交通費用 

多様性 
交通手段の 

多様性  

 

(3) 評価指標の特性に応じた分類 

 評価指標には、サステイナビリティに直接影響を与え

る指標、サステイナビリティに影響を与えるが指標自体

は中立的状況を表している指標、サステイナビリティの

ために何らかのアクションを起こすことによって変わる

状況を表す指標といった異なる特性の指標が含まれてい



る。 

 このような指標の特性に応じて、JFS 3）4）では評価指

標をさらに負荷指標、状況指標、変革指標に分類してい

る。本研究も同様に、負荷指標、状況指標、変革指標の

分類を行う。JFSの指標分類を参考にして、評価指標の

位置付けを行う。但し、JFSでは状況指標をありのまま

の環境を表す指標であることから基本指標としているが、

本研究が包括的サステイナビリティの一部になっている

交通部門のサステイナビリティに着目していることから、

包括的サステイナビリティに関する状況に直接影響を与

える負荷指標を基本指標とする。以下に本研究における

3種類の評価指標の定義を示す。そして評価指標の分類

結果は表―10に示す。 

・負荷指標：サステイナビリティの達成を妨げる要因も

しくはサステイナビリティの維持のために最低限守るべ

き基準を表す指標を指す。 

・状況指標：負荷と直接的もしくは間接的に関連してい

るが、負荷と独立して考えた場合は、指標自体は良し悪

しの尺度ではなく、中立的な状態に関する情報を表す指

標を指す。状況指標は負荷と関連付けられた場合のみ、

良し悪しの判断が可能になる。 

・変革指標：負荷を軽減するために行われる何らかの努

力にかかわる状況を表す。各種施策もしくは施策展開に

よる結果を表す。 

 

３．負荷指標を用いた都市間比較 

 

(1) 都市間比較の方針 

 負荷指標はサステイナビリティに直接影響を与える指

標であるため、3種類の評価指標の中でも最も重要性が

高い指標である。サステイナビリティへの影響を考慮し

て、本研究の分析は負荷指標を用いた都市間比較と3種

類の評価指標を用いた都市特性把握の2つに分けて行う。 

 都市間比較は「中核近隣都市」グループに属する65都

市2）を対象に相対比較を行い、その結果から比較対象都

市6都市の位置付けを明らかにする。 

 

表-4 負荷指標の一覧 
要素 項目 指標 記号 

環境 
地域環境 

大気汚染(NOx 濃度) En1 
交通騒音の環境基準超過 En2 

地球環境 交通部門の CO2排出 En3 

経済 
交通費用 

消費に対する交通費用 Ec4 
交通サービスの物価指数 Ec5 

エネルギー消費 混雑による時間損失 Ec6 

社会 

安全 交通事故による死傷者 So7 

健康 
基準値超過の交通騒音に
さらされている世帯 

So8 

モビリティ 交通不便地域の世帯 So9 

 

 データの制約上、65都市全てのデータは存在しない場

合は、データが存在する都市のみで相対比較を行う。分

析に用いる都市数は表―6に示す。 

 評価指標のデータは単位が異なり、数値のばらつきも

それぞれ異なるため、分析の際にはZ得点(Z-Score)に基

準化した数値を用いる。そして表－5の数値基準に従っ

て、Z得点の分布を5段階ランクで分類して得点化を図る。

全ての負荷指標は得点が高いほど負荷が高くなるように

設定している。 

 

表-5 ランクの数値基準 
ランク 数値基準 
5 Z＜-1.5  
4 -1.5≦Z＜-0.5 
3 -0.5≦Z＜0.5 
2 0.5≦Z＜1.5 
1 1.5≦Z 

 

表-6 負荷指標のＺ得点の統計 

 
度数 範囲 最小値 最大値 

En1 37 4.27956 -1.99905 2.28050 
En2 56 4.53622 -0.86877 3.66746 
En3 65 4.33582 -1.70812 2.62769 
Ec4 65 4.02425 -2.01080 2.01345 
Ec5 49 5.59772 -1.96470 3.63302 
Ec6 65 3.87377 -0.90829 2.96549 
So7 65 3.68095 -1.85123 1.82973 
So8 58 4.71533 -1.00538 3.70995 
So9 65 3.71480 -1.61261 2.10219 

 

(2) 都市間比較の結果 

a) 総合得点面の考察 

「中核近隣都市」グループの都市を対象として相対比較

を行った後、比較対象都市6都市における評価指標別お

よび構成要素別得点を算出した結果を表-7に示す。但し、

表-7のうち、*部分はデータが不十分であるため、得点

も確定値ではない。そしてデータが存在する場合、*は1

以上の得点になるため、実際は該当する計の数値も現在

の数値より1～5ほど高くなる。 

 都市別総合得点の場合、F市が最も高得点であり、A市

とE市が次ぐ。B市とD市の場合、総合得点は低いほうで

あるが、指標1のデータ次第では少し高くなる可能性が

ある。C市は6都市の中で総合得点が最も低い。 

 評価指標別総合得点の場合、指標6(混雑)が最も得点

が低い。比較対象都市の平均はランク2に相当し、個々

の都市も全て平均ランク以下である。指標2(騒音)、指

標5(物価)と指標7(交通事故)が後に続く。一方、指標4

(交通費用)と指標9(不便地域)はそれぞれ1都市を除いて

は平均ランク以上である。指標1は、総合得点は低いも

のの、2都市にデータ欠損があるため、実際は総合得点

がさらに高くなる可能性が高い。したがって、6都市に

おいては、混雑による時間損失、交通騒音の環境基準超

過箇所、交通サービスの物価指数、交通事故死傷者数に

関する改善が必要となる。 



 構成要素別総合得点の場合、各構成要素における指標

値が全て平均ランクであると総合得点は9点となる。全

ての構成要素が9点以上である都市はF市のみである。B

市は指標1のデータ欠損値いかんによって9点以上の可能

性がある。一方、C市は全ての構成要素が9点未満である。

D市も指標1のデータ欠損値いかんによっては9点未満の

可能性が高い。 

 

表-7 比較対象都市の得点 

 
A B C D E F 計 

En1 4 * 4 * 3 3 *14 

En2 3 3 1 3 1 3 14 
En3 3 2 3 2 3 3 16 

Ec4 2 4 3 3 4 3 19 
Ec5 2 2 2 3 2 4 15 

Ec6 2 3 2 2 1 2 12 
So7 3 2 3 2 2 3 15 

So8 2 3 1 3 4 4 17 

So9 3 4 2 3 4 4 20 

環境 10 *5 8 *5 7 9 *44 

経済 6 9 7 8 7 9 46 
社会 8 9 6 8 10 11 52 

計 24 *23 21 *21 24 29 ― 

 

b) 指標間バランスの考察 

 考察の際には評価指標の総合得点だけでなく、評価指

標間のバランス面も検討する必要がある。同じ総合得点

であっても、全ての指標が平均レベルである都市よりも

最高得点と最低得点が混在している都市のほうが、交通

問題に対する至急改善を要する。 

 表-7を指標間のバランス面でより分かりやすく一目瞭

然に提示するために、レーダーチャートにまとめて図-1

に示す。得点が高いほど低負荷を表すため、実線で囲む

面積が広いほど、低負荷を表す。但し、指標1に関して

は、B市とD市の指標値が存在しないため、点線で表す。 

 平均ランク3を基準にして、ランク5とランク4を低負

荷、ランク3を中負荷、ランク2とランク1を高負荷とみ

なして考察を行う。そしてランク1は至急改善を要する

指標とみなす。B市とD市の場合は、指標1の欠損値をさ

らに考慮すると結果が異なる可能性はあるが、本研究で

は現段階での結果を基に考察を行う。 

 F市は総合得点のみならず指標間のバランスもとれて

いることがわかる。特に至急改善を要する指標は見当た

らず、指標6(混雑)のみやや高負荷となっている。 

 A市、B市、E市は、表-9の総合得点がほぼ同レベルで

あるが、改善を要する指標数は異なる。図-1によると、

A市は高負荷指標が4つ、B市は3つ、E市は4つとなってい

る。しがたって、指標のバランス面からみると、A市、B

市、E市の中では、A市とE市は比較的にバランスがとれ

ていないことがわかる。 

 C市とD市は6都市の中で総合得点が低い都市である。C

市は高負荷指標が5つ存在する。そのうち至急改善を要

するランク1の指標が2つも存在する。C市は騒音問題に

対する対策が必要である。D市は高負荷指標が3つ存在す

る。特にD市は全ての指標が平均以下であるため、低負

荷指標が存在しない。したがって、D市は高負荷指標に

対してはもちろんのこと、全ての評価指標の数値を底上

げする必要がある。 

 

図-1 比較対象都市別の得点分布 

 

表-8 都市特性把握に用いる評価指標の一覧 
評価視点 評価項目 評価指標 

環
境 

容量・資源 
地域環境：大気 大気質（NOx ） 
地域環境：騒音 交通騒音の環境基準超過 

公平 地球環境 1 人当たり CO2排出量(運輸) 
容量・資源 土地消費 道路面積 
多様性 土地消費 都市公園面積 

経
済 

容量・資源 
エネルギ
ー消費 

通勤 

平均通勤時間 

通勤時間 30 分未満世帯 
通勤時間 1 時間以上世帯 

混雑 混雑による時間損失(高速除外) 
道路インフラ 道路実延長 

時間的・空間
的公平 

交通費用 
消費に対する交通費用  
交通サービスの物価指数  

地域経済 
地域小売店数 
大型小売店数 

地域財政 行政の財政（財政力指数） 

社
会  

容量・資源 
安全性 交通事故による死傷者数 
健康 交通騒音にさらされている世帯 
移動の機会 自由目的のトリップ数 

時間的・空間
的公平 

土地利用 

職住近接（自宅通勤・自市内通
勤通学） 
用途地域（専用地域以外の用途
地域居住世帯） 

モビリティ 

公共交通の選択肢(駅数） 
公共交通の選択肢（停留所数） 
交通不便地域の世帯 
交通便利地域の世帯 

アクセシビリティ 

老人デイサービスセンターへの
アクセス 
医療機関へのアクセス 
公民館へのアクセス  
公園へのアクセス 

多様性 
マイノ
リティ 

歩道 
歩道延長 
幅員 2m 未満の歩道 

BF 

駅 BF：車いすでの移動 
駅 BF：車いす対応トイレの設置 

道路 BF：バリアフリー整備済延
長 

自転車道 自転車歩行者道延長 

共
通 

交通手段の利
用 

徒歩 

徒歩の分担率 

短距離移動の徒歩利用 
自由目的の徒歩利用 

二輪 
二輪の分担率 
短距離移動の二輪利用 

自由目的の自転車利用 

公共：鉄道 
鉄道の利用者 
鉄道の分担率 

公共：バス バスの分担率 

自動車 

世帯当たり自動車保有台 
自動車の分担率 
主要幹線道路の 24 時間交通量
（高速以外） 

主要幹線道路の 24 時間交通量
（高速） 



４．3種類の評価指標を用いた都市特性の把握 

 

(1) 都市特性把握の方針 

 交通関連負荷を軽減して移動環境を改善するための交

通施策を検討するためには、あらかじめ各都市における

交通関連都市特性を明らかにしておく必要がある。 

 本来は負荷指標を用いた都市間比較と同様に、「中核

近隣都市」グループに属する全ての都市における比較対

象都市6都市の位置付けを、状況指標、変革指標にも適

用して分析する必要があるが、本研究ではデータの制約

上、6都市のみの相対比較を通して都市特性を把握する。 

 都市特性把握は負荷指標に状況指標、変革指標も加え

た全ての評価指標を用いて分析を行う (表-8参照) 。評

価指標は評価視点および評価項目からみてサステイナビ

リティの維持にプラスの働きをするほうを高得点とし、

比較対象都市6都市の順位尺度を得点化する。したがっ

て、評価指標の得点はよりサステイナブルな方向に向か

っている都市が高得点となる。 

 

(2) 都市特性把握の結果 

 比較対象都市における各評価指標を順位尺度化した得

点を算出して、さらに比較対象都市別に最高得点の評価

指標と最低得点の評価指標を別途抽出して整理を行う。

指標の抽出結果は表-9に示す。 

 最高得点の負荷指標は6都市の中で最も優れている負

荷指標を表し、最低得点の負荷指標は最も劣っている負

荷指標を表す。特に、最低得点の負荷指標は最も改善が

必要な指標でもある。 

 状況指標はそのままでは何らかの方向性を見出すこと

はできないが、負荷指標および変革指標と結び付けて今

後の交通施策を考慮する際に参考として活用できる。 

 変革指標は施策検討と最も関連が強い指標である。特

に、最低得点の変革指標は各都市の今後の課題を表す。 

 

 

表-9 比較対象都市の最高得点評価指標および最低得点評価指標の整理

 
A B C D E F 

最高得
点の負
荷指標 

― 

・混雑による時間損失 
(高速除外) 

・大気質(NOx) 
・交通事故による死傷
者数 
  

― 

・1 人当たり CO2排出量
(運輸) 
・消費に対する交通費
用  
・交通不便地域の世帯 

・交通騒音の環境基準
超過 
・交通サービスの物価
指数  
・交通騒音にさらされ
ている世帯数  

最高得
点の状
況指標 

・道路実延長 ・都市公園面積 
・大型小売店数 
・鉄道の利用者 
・主要幹線道路の 24 時
間交通量（高速以外）  

― 

・道路面積 
・主要幹線道路の 24 時
間交通量（高速） 

・平均通勤時間 
・通勤時間 30分未満の
世帯 
・通勤時間 1 時間以上
の世帯 
・地域小売店数 
・世帯当たり自動車保
有台数 

・自由目的のトリップ
数 

最高得
点の変
革指標 

・老人デイサービスセ
ンターへのアクセス 
・医療機関へのアクセ
ス 
・公園へのアクセス 
・道路 BF：バリアフリ
ー整備済延長 
・自転車歩行者道延長 
・短距離移動の徒歩利
用 

・公園へのアクセス 
・駅 BF：車いすでの移
動 
・駅 BF：車いす対応ト
イレの設置 

・行政の財政（財政力
指数） 
・公共交通の選択肢
（駅数） 
・公民館へのアクセス 
・歩道延長 
・幅員 2m未満の歩道 
・自由目的の徒歩利用 

・駅 BF：車いすでの移
動 
・駅 BF：車いす対応ト
イレの設置 

・職住近接（自宅通
勤・自市内通勤通学） 
・用途地域（専用地域
以外の用途地域に居住
する世帯） 
・公共交通の選択肢
（停留所数） 
・公園へのアクセス 
・駅 BF：車いす対応ト
イレの設置 
・短距離移動の二輪利
用 
・自由目的の二輪利用 

・交通便利地域の世帯 

最低得
点の負
荷指標 

・消費に対する交通費
用  
・交通サービスの物価
指数  

― 

・交通騒音の環境基準
超過 
・交通騒音にさらされ
ている世帯数  
・交通不便地域の世帯 

・1 人当たり CO2排出量
(運輸) 
・交通事故による死傷
者数 

・大気質(NOx) 
・混雑による時間損失 
(高速除外) ― 

最低得
点の状
況指標 

― 

・平均通勤時間 
・通勤時間 1 時間以上
の世帯 
・自由目的のトリップ
数 

・地域小売店数 
・大型小売店数 

・都市公園面積 
・道路実延長 
・徒歩の分担率 
・世帯当たり自動車保
有台数 

・道路面積 
・鉄道の利用者 

・通勤時間 30分未満の
世帯 
・主要幹線道路の 24 時
間交通量（高速以外） 
・主要幹線道路の 24 時
間交通量（高速） 

最低得
点の変
革指標 

・幅員 2m未満の歩道 ・職住近接（自宅通
勤・自市内通勤通学） 
・用途地域（専用地域
以外の用途地域に居住
する世帯） 
・公共交通の選択肢
（駅数） 
・医療機関へのアクセ
ス 
・自由目的の二輪利用 

・駅 BF： 車いすでの
移動 
・短距離移動の二輪利
用 

・公共交通の選択肢
（停留所数） 
・交通便利地域の世帯 
・老人デイサービスセ
ンターへのアクセス 
・公民館へのアクセス 
・歩道延長 
・自転車歩行者道延長 
・短距離移動の徒歩利
用 
・自由目的の徒歩利用 

・行政の財政（財政力
指数） 
・道路 BF：バリアフリ
ー整備済延長 

・公園へのアクセス 
・駅 BF： 車いす対応
トイレの設置 

* 徒歩、バス 自動車 鉄道 ― 二輪 ― 

** ― 二輪 バス ― 鉄道、自動車 ― 

 
* 相対的にみて分担率が最も高い交通手段   ** 相対的にみて分担率が最も低い交通手段  ※ *,**も状況指標に含まれる 



表-10 評価指標の分類およびデータの取得先 

負荷指標 出典 単位 年度 

NOx 濃度の年平均値 
大気環境月間値・年間値データ

の閲覧、国立環境研究所 
ppm 2005 

交通騒音の環境基準超過

箇所 

全国自動車交通騒音マップ、環

境 GIS、国立環境研究所 
箇所 2005 

1 人当たり CO2排出量(運

輸部門) 

市町村別温室効果ガス排出量推

計データ、環境自治体会議 
t/CO2 2003 

消費に対する交通費用 平成 16 年全国消費実態調査 % 2004 

交通サービスの物価指数 平成 14 年全国物価統計調査 ― 2002 

混雑による時間損失(高

速除外) 
平成 17 年道路交通センサス 時間 2005 

人口 10 万人当たり交通

事故による死傷者 

各都道府県警察(京都府 2 都市の

み 2006 年) 
人 2007 

基準値超過の交通騒音に

さらされている世帯 

全国自動車交通騒音マップ、環

境 GIS、国立環境研究所 
% 2005 

交通不便地域の世帯 平成 15 年住宅・土地統計調査 % 2003 

状況指標 出典 単位 年度 

道路面積 * 

自治大阪データ集 2007-3 (大阪

府,2005) H18 市町財政及び公

共施設等の状況(普通会計編),兵

庫県企画管理部企画調整局市町

振興課編(兵庫県,2006) 

% 
2005 

~2006 

都市公園面積 * 地域経済総覧,東洋経済,2009 % 2007 

平均通勤時間 H15 住宅・土地統計調査 分 2003 

通勤時間帯別世帯 H15 住宅・土地統計調査 % 2003 

道路延長 * 
統計で見る市区町村のすがた 

2008 
km 2006 

地域小売店数および大型

小売店数 * 

統計で見る市区町村のすがた 

2008 
店 2006 

自由目的のトリップ数 
京阪神都市圏総合都市交通体系

調査 
trip 2000 

徒歩,二輪,鉄道,バス,自

動車の分担率 

京阪神都市圏総合都市交通体系

調査 
% 2000 

鉄道の利用者数 * 
各駅旅客発車通過状況,(財)運輸

政策研究機構 
人 2004 

自動車保有台数 * 地域経済総覧,東洋経済,2009 台 2007 

主要幹線道路の 24 時間

交通量 * 
H17 道路交通センサス 台 km 2005 

変革指標 出典 単位 年度 

行政の財政(財政力指数) 
市町村インデックス 2007,財政

統計資料館 
― 2005 

職住近接(自宅従業・自

市内通勤通学) 
H17 国勢調査 % 2005 

用途地域（専用地域以外

の用途地域に居住する世

帯） 

H15 住宅・土地統計調査 % 2003 

公共交通の選択肢：駅数

(鉄道) * 

各都市の統計情報をもとに個別

調査 
箇所 2007 

公共交通の選択肢：停留

所数(バス) * 

各バス事業者 HP の路線図、吹田

市 HP と位置情報(Mapion)を合わ

せて個別調査 

箇所 2008 

交通利便地域の世帯数 H15 住宅・土地統計調査 % 2003 

老人デイサービスセンタ

ー,医療機関,公民館,公

園へのアクセス  

H15 住宅・土地統計調査 % 2003 

歩道延長 * 
バリアフリー基本構想整備率,大

阪府 
km 2008 

駅 BF：車いすでの移動

および車いす対応トイレ

の設置 

らくらくおでかけネッ,交通エコ

ロジー・モビリティ財団の情報

をもとに個別調査 

% 2009 

道路 BF：バリアフリー

整備済延長 

「歩行空間のバリアフリー化率

等」に関する調査 
% 2007 

幅員 2m 未満の歩道 
バリアフリー基本構想整備率,大

阪府 
% 2008 

自転車道の延長および自

転車歩行者道の延長 * 
尼崎市,西宮市,大阪府 km 2008 

短距離移動の徒歩および

二輪の利用 

京阪神都市圏総合都市交通体系

調査 
% 2000 

自由目的の徒歩および二

輪の利用 

京阪神都市圏総合都市交通体系

調査 
% 2000 

* 都市規模条件を考慮して人口もしくは面積当たりの数値を用いる 

 

 

 

 

 

 

 

５．おわりに 

 

 本研究では、交通関連サステイナビリティ評価指標を

抽出した既往研究と交通部門のサステイナビリティ評価

を行うために都市の類型化分析を行った既往研究の成果

を踏まえて、実際の都市を対象に交通関連サステイナビ

リティを表す評価指標リストを用いて都市間比較評価を

行った。 

 サステイナビリティの維持に直接影響する負荷指標を

対象に都市間比較を行った後、さらにより詳しい交通部

門の都市特性を把握するために、負荷指標、状況指標、

変革指標を用いて都市別に良し悪しの評価指標を抽出し

て課題の整理を行った。 

 都市間比較を行うことによって、都市の現状がより客

観的に把握可能となり、今後の交通政策および施策の方

向性を考える際に各都市の事情に合わせた選択をするた

めの判断資料の一つして活用できる。 

 本研究の課題としては、以下の3点が挙げられる。 

・データベースが充実するにつれ、可能な限り評価基準

年度と近い年度のデータを用いる必要がある。 

・都市特性把握の場合、比較対象都市に限らず、類型化

分析における同じグループの都市全体を対象に比較分析

を行う必要がある。 

・本研究はデータの取得可能な指標が限られているため、

取得可能な指標全てを分析に用いているが、指標が増え

た場合に備えて、今後はさらに評価指標の代表性を考慮

した抽出方法を模索する必要がある。 
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